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ＵＲ賃貸住宅における建築物ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）の実施 

ライフサイクルカーボンの算定試行と削減に向けた取組みの検討を開始 

～CO2排出量の可視化と削減を目指して～ 

 

１．背景 

「2050 年カーボンニュートラル社会」の実現に向け、建築分野における温室効果ガス排出削減を

加速すべく、国において、令和６年 11 月に「建築物のライフサイクルカーボン※1 削減に関する関

係省庁連絡会議」が設置され、同会議において「建築物ライフサイクルカーボンの削減に向けた取

組の推進に係る基本構想」が決定されました。これを踏まえ、建築物のライフサイクル全体におけ

る環境負荷を算定・評価する「建築物 LCA（ライフサイクルアセスメント）※2」の制度化に向けて

議論が進められています。 

 

２．ＵＲ都市機構の取り組み 

こうした背景の中で、独立行政法人都市再生機構（以下、ＵＲ都市機構）では、令和７年４月１

日に改定した「環境基本方針」（詳細は別紙１、２）を踏まえた取組みの一環として、ＵＲ賃貸住宅

の一部を対象としたライフサイクルカーボンの算定試行とともに、削減に向けた取組みの検討を始

めます。 

建築物分野における CO2排出量は、我が国の CO2排出量の約 40％を占め、建築物のライフサイク

ル全体で発生する CO2削減が重要な課題となっています。建築物 LCA の必要性が高まる中で、ＵＲ

都市機構も賃貸住宅の LCA 算定の試行・取組みの検討を進め、脱炭素社会実現への貢献を図りま

す。 

 （１）ライフサイクルカーボンの算定試行 

今年度、ＵＲ賃貸住宅（２～４団地程度）において、ライフサイクルカーボン算定の試行を

実施します。 

 （２）ライフサイクルカーボン削減に向けた取組み検討 

試行した算定結果などを踏まえて、ＵＲ賃貸住宅においてライフサイクルカーボンへの影響

が大きい要素を把握し、ライフサイクルカーボン削減に向けた課題の整理を行う予定です。 

また、今後のＵＲ事業におけるライフサイクルカーボン算定の実施について検討を行います。

検討結果については改めて公表する予定です。 

 

※１ライフサイクルカーボン： 建築物などが、企画・設計から、製造・建設・運用、解体・廃棄に

至るまでの全生涯（ライフサイクル）を通して排出する CO2 の総量 

※２建築物 LCA： 建築物のライフサイクル全体における CO2を含む環境負荷を算定・評価すること 

 

 

 

 

  

【本件に関するお問合せ先】 

ＵＲ都市機構 本社  

技術監理部 技術統括課         （電話）０４５－６５０－０１５４ 

広報室 広報課             （電話）０４５－６５０－０８８７ 



 

ＵＲ都市機構は、平成 17（2005）年度に「環境配慮方針」を宣言し、環境に配慮したまちや住まい

づくりを推進してきました。 昨今の環境に関する動向を踏まえ、多様化する社会的要請に応えるた

め、令和７（2025） 年４月１日に本方針を「環境基本方針」として改定し、脱炭素社会の実現や気候

変動への適応など７つの項目を掲げ、環境への取組みを推進してまいります。 

  

別紙１ 



 

別紙２ 

環境基本方針に基づくまちや住まいのイメージ図 


